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港湾、経済の本質

北見俊郎

f 関東学院大学〉

( 1 )港湾研究と港湾経済(問題の所在)

わが国経済の高度成長Kともなって、港湾問題がさまざまな形で

とりあげられているのは周知のと F りである。とりわけ、工業生産

力の発展、貿易量の増大K即応しうる港湾能力の拡大を、経済発展と

の関係でどのようにとりあげてゆくかが問題の中核となっている。(1)

とのよう陀港湾への要請が国民経済的な規模をもってかきあが D、

一方では、港湾労働力の絶体的不足と、港湾労働問題の発生を頂点

とする港湾になける労資関係、あるいは、とく K港湾への財政投資

という形で示される国家と港湾との関係等々陀ある諸問題とその構

造性は、いわば全社会的規模を背後陀秘めている。とくにわが固に

あっては、国民経済の自然的条件からして、港湾が、単にターミナ

ノレ (Terminal)機能としてのみでなく、臨海工業の発展衣夕、地

域経済む展開との関係で、きわめて重要な比重をもって、国民経済

K有機的関係を附与せしめている。 (2)

とうした意味を有するわが国経済忙なける「港湾問題」が、した

がってその規模、内容陀わたって経済学、もしくは社会科学の研究

対象としてとりあげられうるだけのととは充分にあるとし乏ければ

念ら念い。この ζ とは、また科学右:!?学問なりにとっても、そのよ

う左時代的な問題の解決を迫られること陀よ夕、理論的念発展な D、

学問形成の場をみてきたことは、科学の歴史にま?いても、またその
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論理からも自明の理である。しかしながら、との現実の港湾問題陀

対して、それが国民経済的、全社会的規模をもっ故K科学の対象に

なるというととは、港湾が科学的念研究方法陀もどづいた分析と意

義の解釈がなされるべき対象となるととを意味する。とのととは、

現実的港湾問題の解決を迫られていると同じよう K、果して港湾が

何んであるのかという港湾の「性格規定」を試みるべきことをも要

求されているととを示す。社会科学が担う役割Kは、そうした問題

の解決を一定の目的意識に関連した立場から検討するととい研究

対象の本質を規定するというこ面がある。後者の場合陀なける分析

を進めてゆくの陀もっとも有力となる手段は歴史的考察陀もとづく

が、いづれの場合忙ないても、歴史と理論が両者の役割を支える基

盤になる ζ とは当然である。とのような問題解決の前提的操作陀、

いわば科学や、学問はみづからの任務を有してはいるが、問題解決

の直接的な担当者ではあり得ない。なんと左らば、問題解決の直接

の決定権は、実践につら左る「意志」の主体者であり、問題Kつら

なる直接行動と責任をもちうる具体的な存在者であるためである。

港湾問題が科学vcj，">ける研究対象たりうべきととと、したがって、

科学的左方法のもと K分析さるべき ととであると同時K、それら陀

対しては、一定の限界が、政策的な実践との関連でもたれるべきも

のでもある。 (3)

しかしながら、経済成長にとも念う港湾の問題陀対して、一般陀

そうした「科学」からの全体的なとらえ方は、あまり進んでいない。

従来陀珍いても、港湾Kかんする研究は港湾建設を中心とする工学

的視角以外陀は、素材的な分析のものが多く、とくに社会科学的な

方法論を具備した研究陀なされなかった。 (4) 乙のととは、一つに

は港湾の問題意識をものがたるものでもあり、従来、港湾が素材的

念研究、もし〈は形態的なものKとYまり得たととのかげには、港
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湾が全社会的念規模をもっ問題としてたちあらわれなかったためで

もある。その意味にないては、今後陀bける港湾研究Kは、問題意

識の点のみならず、実質的陀従来の枠をとえてあらわれている諸問

題K対して綜合的な研究態度念払社会科学忙なける方法論的適用

をもってし左ければ問題の本質的究明と解決は左され得念い。

との小誌を題して「港湾経済の本質」としたのは、少左〈も以上

のべた方法論的な意味をふくめてのととであり、さしあたっての港

湾陀なける分析の前提とすべきものでもある。港湾Kなける研究分

野が、歴史・理論・政策の経済学のカテゴリーから、それぞれ検討

されるべきであろうが、と Lでは、一般的陀いわれる「港湾経済」

(Por t Economy) (引 の意味を若干陀わたってみるととも K、と

うした本質規定の操作が、研究対象の問題解決Kさきだって必要な

ことであるという ζとを従来の港湾研究への一つの反省としてとり

あげる次才である。

(出

(1)拙稿「経済成長と港湾J(日本交通学会編『交通学研究J1962年〉掲載
参照。

(2) 拙稿「経済発展に会ける港湾への一考察J( [i埋立と俊諜JA::i.19 63年〉
掲載参照。

(3) I歴史」が事実の個別的記述を行うのに対し、「理論」は何らかの普辺的認

識を目指す。とれらに対して政策は「価値判断」の問題性(MaxWeber: 

Die Objektivitat der SoZialwissenschaftlicher 

und SoZialpolitischer Erkentnis. 1904) をかLえ

ているo (拙稿『経済発展と港湾の基本的関係J(上・下わ『貨物JVol.
12.必 11-12掲載参照。〉

(4) 研究の面VCi，>いても、か走り重要左ととは、科学が全社会的立場沙諸ら、ある

一つの研究対象に出会うまで、その研究対象は、(科学の対象として研究の視

界κあらわれ以前は)資本の利潤κともをうものである場合が多いというと
とである。

(5) ・PortEconomy・についての義見は、分析の立場上多くの意味に解せ
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られる可能性がある。しかし一般的VCI Po r t EconornY I とは、港湾

VC ;t，~ける個々の経済的かっ具体的意味内容を示すものに用いられてきたと

とが彦、つでも「港湾経済Jとしての一定のTermi no Iogyとして用い

られてきたととは、代表的念文献とされているもの「例えば、 M.L.

Fair: Port Administratian in th U.S. .l!Hl4.， 
A.H.J. Bown: Port Economics. 19~&， R . S.MacEl­

wee: Port Developnent. 1926.左ど)VCついても見受けら

れ念い。したがって、と Lにがいては「港湾経済」についての定義的用法

をさけた上でζの言葉を使用する。

(2)港湾経済の形成と矛盾

「港湾経済」 が学問的陀何んであるかというとと陀ついての討議

は、わが国陀ないてはもちろん、諸外国陀訟いでもあまりその例を

みてい左い。(1) 港湾が経済と の関連で問題意識をもっKいたった

のは、前節十てないてのべたよう陀、まさ しくわが国経済の特性から

くるものであり、その意味忙ないては、わが国のそれは欧米諸国よ

りはるか陀切実なものを有している。しかしその切実性は、わが国

経済の自然的、地理的環境からくるものではない。経済の社会的諸

条件から港湾を把握しようとすると ζ ろに実は港湾経済陀沿ける分

析上の本質的な問題意識があ D、その切実性も秘められている。 (2)

「港湾経済」が何んであるか、という問題は、わが国港湾の問題

意識が高まるととも当然なきてこなければなら念い点であり、さら

K港湾の諸問題を解決するために必須な条件でもあるはずである。

しかしながら、一般的Kはすで陀沿ぎあがった19 () 0年前後の「

船どみ問題」なれ 19 6 2年春の「港湾ゼネスト」問題などのか

なり大き念問題点があらわれていても、港湾左らび陀港湾問題の本

';1' 
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質的左あり方や、原因念どの追究が、綜合的かつ基本的左立場から、

どの程度わが国経済社会との関係で問われてきたか陀ついては甚だ

疑問とするところである。とれは一つ陀は港湾Kかんする従来の研

究がきわめて技術的左分野陀と Yまって来たため陀、理論的左蓄積

をもち得ず、 したがって、港湾問題が技術的左考察をとえてたちあ

らわれてきただけに、そこでは方法論的Uても役K立ちえない点があ

ったのでは左いかと思われる。こうした方法論的K無反省在焦点が、

実はそのま〉今後の港湾問題対策Kも適応されてゆくとするならば、

問題の本質的解明はいつも背後陀か くされて、一時的走、しかも技

術的左対策として終るであろうととは当然でもあろう。「港湾経済」

の本質を究明する前陀、順序としては「港湾」の本質が検討される

べきであろうが、と Lでは両者を兼ねながら、わが国経済・社会忙

なける港湾の性格を若干Kわたってみてみよう。

「港湾」や「港湾経済」の性格規定を試みる分析それみづからの

必要性は、もちろん科学や学聞の方ーの任務とすると とろにあるが、

現実的意味では、政策上の基盤と してである。つまり、と Lでは港

湾対策上の基盤を設定 し念ければならない必要性が、従来の港湾対

策上の基盤を否定しようとしているととを示す陀他念ら念いσ との

場合、その従来の港湾対策上の基盤を否定しようとしている者とは、

もちろん論者では左〈、いわば港湾がなかれている経済社会そのも

のKある。つまり経済成長という現象的側面陀よって示されている

わが国経済社会の内的念「構造的変化」は今後に訟ける港湾対策が、

従来のようなあり方を否定寸るととを示してなり、根本的な反省を

要求 しているわけで、その具体的なあらわれの一例として、港湾労

働力の絶対的不足をと Dあげるととができる。 (3) 経済の発長が

経済社会の内的な構造変化をももたらすよう念場合には、したがっ

て研究の視角なり、方法論的念反省をも必要とするわけで、そとに
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ないて、研究対象の性格を基び検討する必、要性がで〉来るとともK、

政策上の基盤K反省を与えねば左ら左くなるわけである。

われわれの問題は、どこまでも「港湾の経済・ 社会的存在」であり

「港湾の経済・社会的形成や発展」でもある。したがってその場合、

「経済・社会」的背景K港湾問題の本質があれその本質は「経済・

社会」の本質でも左ければ左ら左い。との港湾のなかれている経済・

社会の本質をどとに求めるかは、改まるまでもなく、わが国「資本主

義」の発展と構造性を意味寸る。す左わち、科学や学問の側から問題

陀しうる港湾は、資本主義の歴史と理論との関連でみてゆかねば左ら

ず、とれらの仕事はその殆んどが今後陀残されているというのが現状

でもあろう。 (4) もちろん、と〉陀かいてはそのよう左面からの考察

陀ふれるゆとりも左いので、若干の点をのぞいては、ほとんど今後の

稿Kゆづらざるを得左い。

経済成長にともなう「港湾問題」は、単左る問題として提起されて

いるのではなし港湾の国民経済忙なける「姪桔」として提起されて

いるととろ陀問題の本質があるとと K注意寸べきである。もともと「

交通論」の立場からは、港湾の存在は理想的念交通路線を遮断するタ

ーミナルでもあり、その遮断にとも左う交通能力の阻害程度はできう

るかぎり縮少寸ることが港湾を刺用するととろの産業資本なり、交通

資本を中心とする企業主体Kとってはのぞましいととである。 (5) わ

が聞の港湾は形成のはじめから、実はとのような大前提を背負ってい

る。なくれて資本主義陀参加したわが国は、急速な産業革命をなしと

げ、 「富国強兵策」にみちびかれえ米主済政策Kよって、短時日のうち

K国民経済の一応の発展をみてきた。明治初年より才二次世界大戦陀

至るそのような急速な資本主義の発展は、周知のような特殊日本的と

類型化される性格を生み山して来た。農 ・工業Kなける「発展の不均

等性」をはじめ、軍事的生産を中心とする生産財生産部門の発展、貿
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易構造忙なける特殊性、交通vc;f，~ける保護育成左どは一連の中央集
権的政策によって、国家独占資本主義的色採の強い国民経済の形成

をみたととろである。港湾の形成と発展も、したがって国家との多

面的な関係の中でみられたのは周知のととろである。近代的左交通

業の形成が明治政府の重要左課題であったと同様陀、近代的港湾の

整備も、展開しつ〉あった外国貿易の要請陀応えることが急がれて

いた。しかし左がら、交通業Kあてては一般的に資本の蓄積は未熟

であり、資本動員の機構は整備されず、技術的Kも、経営的Kも私

的資本がのりだす可能性は在してまた政治的Kも当然国家が積極的

な態度をもってあたらざるをえなかった。 (6) との傾向は、単に交

通業のみ左らず、港湾忙ないてもより国家に依存する必然性があっ

たのは、資本主義にお=ける交通部門の国家への依存性という特殊性

では左〈、資本主義そのものの形成が国家権力陀よらざるをえ左か

ったわが国資本主義の特殊性から来ているわけである。資本陀よる

生産と再生産を基軸と寸る経済体制、つまり資本主義経済の形成諸

条件(資本蓄積、労働力、生産手段、さらに市場)はいづれも国家

の手Kよって作られたととろ陀、交通業なり港湾の形成基盤がある。

とくに港湾の場合は、周知のように港湾建設から、経営管理の全般

が国家権力のもとに進められてきた度合いは交通業のそれよりはる

かに強いものがあった。との傾向は 、 戦後 VC ;þ~ける港湾、法施行後で

も、本質的陀港湾という公共性と、建設のための財政投資の線は変

ら念い。とのよ‘うな港湾陀訟ける国家的性格の強さは、先進諸国に

ないても、同様な点もあれとく K港湾の建設面になける資本投資

は私的資本の可能性も少い上に、公共的性格のため陀当然なもので

もあるとされる。 (7) しかしながら、一万港湾にかける運営、管理

の面Kないては富国強兵策の反映を現在忙ないても強〈残している

点は先進諸国K比してわが国の特徴ともされる。港湾になける運営、
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管理面での特徴的左性格は、一つtrca港湾運送業陀対するもろも ろ

の制約念り 、港湾、陀なけゐ主要行政機関とその業務の複雑性と念っ

て残されている。一般K資本主義になけぷ産業部門中、交通運輸K

かんする産業は、他の生産部問より独立した産業部門の形成期がな

くれるものであるが、とく K港湾になける運輸部門は、内部資本の

零細性、従属性がその当初より本質化されてなり、きわめて前近代

的念性格を強〈残しているのも周知の通りである。とくにわが国陀

かける優勢産業としての工業の展開に主力をそ〉いできた経済政策

にあっては、農業がたえず工業の進展のためK担え手と在ったと同

様K、運輸trc;;，，~ける港湾の役割も、たえず原料輸入、 製品輸出の場

陀沿いて、また、かつての封建的農業生産物の輸出と先進資本主義

工業製品の輸入から現在までのわが国貿易構造の発展の中で、それ

らの具体的念支え手と在ってきた。後れて資本主義国に参加したわ

が国が、海外市場K伸びるためKしばしば行ってきたダンピング方

策のかげには、国家の保護、独占刺潤による補強材があった陀せよ、

港湾部門医診ける撤底的念合理化が大きだt役割をしめていたととは

想像にかたく左いp

との合理化とは、産業資本の成長過程で形成された都市窮乏者階

層を給源、と寸る港湾労働力に対応した労働手段の不備、非体系化で

もあった。カ日うる K前近代的な労資闘係、労務管理を、産業資本

と交通資本医従属するi港湾運送業の中K残存させるととによれ港

湾運送業の支配と従属はより安定化し、港湾は産業資本医とってよ

りのぞましい交通路線上のターミナルとしての幽害事項を最少限度

陀と三め得る ととも陀、貿易の展開を可能念らしめうる要因を手中

K収め得た。

したがって港湾K要請される発展の指標は、どとまでも産業資本

の流通過程陀訟ける合理化、または交通資本の回転率を高めるため
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のものであれ港湾運送業は、との両者の谷間陀埋没されるとと陀

よって自からの展開を計ってきた。わが固になける最もな〈れた港

湾労働のミ・ゼラブル念事情は、とうした各桂桔を末端でうけとめ

てきた結果でもある。

経済成長Kともなう「港湾問題」の発生とは、いわばとのよう念

桂桔が底をついたととを意味するも のであり、わが国資本主義経済

の発展の中K秘められてきた港湾への矛盾が、みづからの発展陀よ

ってな〉いか〈されなく念ったものでもある。

(出

(1 ) 前節注(5)参照、

(2) 邦警「国民経済と港湾J(第 1章、港湾経済にかんする方法論の問題〕

P.P1-10.19:>8年

(3) 拙稿「港湾労働の問題点と将来J( r国土産業経済j1963年 A:4 )掲
載参照。

(4) 港湾の歴史的考察は、 D.J.Owen: The Port of London 

yesterday and Today. 1927.、R.S.MacElwee: 
P 0 r t De ve 1 0 pme n t. 192 6 . をはじめ).I.Grittin:

The Port of New york. 19:>9.念どにも若干みられるが、と

とにbける問題意識のもとでは、高見玄一郎著「近代港湾の成立と発展」

1962年、をあげるととができる。

(5) 拍精「ターミ+ルに必ける技術と経済ー港湾と関連してー 」

'Handling Management' 1962. Æ: 9~10. 掲載参照。

(6) 富永祐治著「資本主義になける交通の発展一日本交通の近代化過程一」

参照。

(7) 拙著「前出J(第2章、国民経済の発展と港湾の形成)P.P 11-3:> 

参照。
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(3 )港湾経済の構造性と問題点

以上はわが国経済の発畏過程のうちにつくられた国民経済と港湾

との関係Kついてであるが、それは今後の港湾政策陀際して前者と

後者との矛盾を改めて認識すべきであるととを告げている。その「

矛盾の認識」こそが、「港湾経済」なるものを再び改めて認識させ

うる契機と走るものであるからである。

一般陀国民経済の発展K港湾が重要であり、港湾の発展がわが国

経済の展開花必須であるとされている。この港湾へ期待は両者の矛

盾が底をついた経済成長の時期陀もっとも大き左ものと左って港湾、

陀対するもろもろの対策がうたれようとしている。しかし左がら、

それら対策の本質的基盤が、両者の矛盾関係をそのま込忙して、よ

り高い立場から国民経済の合理化過程K港湾をおサミせしめようとす

るの念らば、よしんば一時的陀港湾問題が影をひそめたとしても、

それらは少ぐも本質的左解決陀は左ら左いととは当然でもあろう。

たしかに国民経済の発展が、港湾発展の条件をもたら寸とと Kは変

り左い。しかし左がら前節陀みたよう陀、国民経済の発展Kか込わ

る港湾への期待が、産業資本左らびK交通資本の立場のみ陀結果的

陀も固執されるようであっては「港湾経済」を形成寸る要因をそだ

てあげるととには念らない。それでは「港湾経済」の形成要因とは

何を意味するものであるのか。改ま るまで も念〈、こ〉では、港湾

陀訟ける生産力と生産関係一一資本と労働ーーの順当念発展をう左

がすもので左ければならない。港湾忙なける「資本と労働」の関係

とは、とりあえず港湾運送莱を中心とする港湾関係諸企業を意味す

るもので、資本主義の発展が広汎な社会的分業の成立と交通業の独

立を示すものである以上、港湾陀珍ける港湾運送業の成立が論理的

Kもありうる。 (1) しか しながらわが国の港湾運送業の存在は、歴
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史的左側面陀よって、一ずでKふれたように、論理的K自立化しえて

も、支配と従属の現実性をそ左えている。

港湾運送業存立の諸条件は、交通資本陀なける循環表式、(G-W

くL.p・・・ G')をたしかにみたす存在であるが、それらの各
要素は、産業資本ならび陀一般交通資本のそれとは若干の事情を異

にする。(2) たとえば貨幣資本 (G)の存在は、港湾運送業それ自

身にとっては、たしかK個別資本をもってするが、港運事業の生産

活動(荷役)vcか込わる港湾への財政投資が生産手段(Pm)の条
件を決定的ならしめている。したがって港湾の主産活動(P )が、

財政投資 (0)との綜合、もし〈は Pmの部分との佃互関係Kない

てなされるという点を特徴的左ものとしている。との港湾運送資本

( G )、財政投資による (0)、さら K両者Kよる (Pm)の関係

が(P )を通じて、どのよう VC(G' )に配分されているのかが港

湾運送経済を性格的に明由化ぜしめる上での問題点ともなる。

さらに、労働力(A)の存在は、すでKのべたよう Kわが国資本

主義の形成過程VCj:，~凶て都市K沈澱された最下層の労働者K強い依

存度を示してきた。そのために、経済成長期Kなける一般産業の労

働力需要の増大は、いちはや〈港湾、Kなけるとの(A)の存在を固

渇しようとじてきている。港湾運送業資本(G )、財政投資Kよる

資本(0)とが、いづれKないても充分な生産手段(P m )の存在を
与えずして現実K荷役活動(P )を遂行せしめてくるととのできた

理由は 、 (-A )の低賃金労働がゆたかであったとと与 、

前近代的構造性のためでもあった。 とのように港湾陀沿ける資

本の循環、す念わち資本による生産なよび再生産が可能であるため

の以上のよう左条件の存在が論理的Kありうるかげにも、 (G) と

CO)との関係、さらVC(A)と(Pm) との関係、そしてそれら

両者の聞にま?ける経済外的強制をともなう諸条件が、現実の生産を
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可能左らしめているととろ陀港湾運送業の前近代性と特質とがある。

それらは (G)と (0)の表式のかげKある運送業者対荷主、船主の

の前近代的関係であり、 (G) と (A) との封建的な構造性はそれ

の桂桔化したものの反映とも在るものであれさらに、 PのG'へ

の転化陀は港湾経済の構造性がかくされている。 PのG. への過程

Kは、当然、交通用役の生産として、 (G -W.... P ....W. -G') 

のW' が省略されるが、 P-G' への「実現 JV可能性(産業資本

陀なける生産物市場の存在、)には、国民経済忙なける港湾、の発展

(一般に言われる『港勢』の発展。 )と港湾運送業者陀なける荷主

と船主による運送市場が考えられる。すなわち、 P-G'への「実

現」の可能性VC!:，~ ける「港勢 」は、一般K特定港湾陀なける取扱貨

物量、出入港船舶トン数、ヒンターランド (Hinterland) の広

狭左どで示され、それらの可能性を現実に示しう るものと して港湾

設備、港域面積左どが問われてくる。わが国vcj，~ける港湾形成が、
きわめて国家的色採が色濃くつけられ、港湾の発展が国民経済のた

め陀重要であるとされ、そのととが、港湾の発展Kも念るとされて

いるのは、事実は、以上のととから「港勢」陀示される取扱貨物量、

出入港船舶トン数、ヒンターランドの問題~どを意味する。す左わ

ち、それら陀か 込わる交通用役生産上の市場性の拡大陀ある。 しか

し左がら、問題は P-G'への「 実現」の可能性は「港勢」陀示さ

れる市場性の拡大陀よってたしかに与えられるものであ bながら、

それのみが港湾運送業の展開を現実Kは意味しない。港湾経済の中

核をなす港湾運送資本Kよる生産と再生産、なよびその再生産K必

要念条件からすれば、より以上vcP -G' への他の契機(主として
運送費比率決定)が経済外的諸事情陀よって決定されるというとと

がある。い〉かえれば、市場陀かける可能性は工業生産力の上昇、

したがって貿易量の増大によって与えられつ〉も、港湾荷役の料率
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が運送業者を して支配、隷属せしめている両端の力関係陀よって決

定せ しめられ うる傾向をも っと いう点である。

以上の諸点から港湾経済Kか 〉わる資本の循環は、いわば財政投

資附ミ込わる CG)ならびに、港湾建設附ミ Lわる CG )をふく

めれば (G+G)-wくらm+G )…・ 1 ・ G' り形陀よっ
て示されつ い 行政機関の複雑さと経済外的諸関係は国家との多面

的な関係を強〈示 しているととをものがたっている。とうした港湾

運送業資本が、一方十てないては行政機関のいわゆる「縦割り」烹配

と監督のもとで、さまざま念問題点をもっととは、結極、一方V[j甘

いては、運送業者は私的資本の循環過程陀公いて国家の財政投資陀

依存している強さを示すものである。すで忙のべたように、わが国

港湾陀なける生産手段とその体系の貧 しさは、港湾運送業が「人い

れ稼業」として考えられていること Kよってもわかるように、その

資本循環の場陀なける合理化過程を、 もつばら最下層の低賃金労働

力lそむけるとと陀よって左 しとげてとられた反面、貧しいながらも 、

国家投資Kか Lわる cpm)依存をも行ってきたととろ陀存続の理
由がある。経済成長をめぐる港湾問題の中で、港湾運送業は乱立を

きわめ、それぞれの経営課題をもち左がら、現状としては一般的K

倒産のうきめもみづK、零細性と従属性の中で存立をつ Yけている

のは、港湾陀なける特殊な資本の循環表式と 、 したがって表式化し

得左い面での前近代的相互関係依存によるととろが大きい。 (3)

との とと が、運送業陀なける労資関係左らび陀労務管理の封建性や、

日雇労働力への多大左依存と左つであらわれてくるわけでもある。

ともあれ、港湾陀なけるそのよう左構造性は、経済成長の中で港

湾問題が在措となってあらわれているものの焦点となっている。国

民経済と港湾経済が一つの矛盾を生み出していながら、港湾経済内

部忙なける運送業による資本循環の複合性(財政投資K依存 しつ
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つも 、一面それ故陀国家的色採の強い規制と、産業資本や交通資本

の従属的支配のもと で存続しているのは、それらの;佳借を日雇労働

力への転稼陀あるととをくりかえさねば走らない。というのは、産

業資本から港湾運送業資本にいたる桂桔を、最後的にうけもたされ

てきた港湾労働力の絶体的不足という現象が、最上層の産業資本陀

よる異常な工業生産力の増大という契機のためK生 じ、運送業資本

は従来の桂惜転稼の場を失いつ hあるからである。との桂惜の最後

的支え手の消失傾向は、一方陀ないては新しい港湾労働者の組織化

をはやめ、港湾統一ストライキという形を生んでいる。とうした港

湾運送業労資闘係のうどきは、いよいよ運送業経営のより上層支配

層への依存と隷属というこ面的関係に対し一つの反省を与えるとと

も陀、料率問題辛子よび、その他もろもろの従来の支配的関係から離

脱して、 白からの近代的経営の主体性をもっととを要求されている

といわねばならない。 (4)

さらに、とのととは国民経済と港湾経済の聞になける断層を再認

識せしめ、産業資本、交通資本の港湾支配から、港湾経済の主体性

を確立せしむる方向への歩みを期待寸るもので左ければ左らない。

港湾にかける経済活動をもっとも阻害させるものとされている「波

動性」問題も、それが港湾の宿命的左性格をもちそえとえているにし

ても 、港湾経済の何んらかの主体的確立陀 よって多分左是正がもた

らしめられるととも確かである。

港湾、経済の本質が、港湾運送業を中核とする港湾|対係諸企業Kあ

あというのは、以上のべたよう念論理的側面陀のみ理由があるばか

りではなく、経治;成長にともなって当面した「港湾の同題意識」か

らもいえることである。在ぜならば、経済成長Kともなう 「港湾問

題」を、以上にわたってのべたような、産業資本から港湾労働力K

つら念る幾段階かの構造性にないてとらえる ζ となく、技術的な形
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で解決を計るようi.tととがあるとしたら解決の方向は、それ自身本

質的左ものとは左り得左いからである。

(的

(1) 拙著「国民経済と港湾J1 9 fl8年. P.fl 

ωG-W<~m .... P .... WI-G1(K.Marx: Das Kapital 

Bd.rr Erstes Kapitel. Der Kreislauf des Geld-

kapitaIs. s.2ト fl8.) (長谷部訳2巻1.&冊 P.fl3以下〉

K会けるW.1は交i盈AEにかいては即時的vcGIを意味する。

(3) P-G1の「実現」の可能性は、それにつら在る港湾運送業(Pmの不変

資本KかLわる依存度は、一般産業K比して小さl"o )の資本の技術的構

成は、当然、 資本の価値梢成の低さときって現われている。しかしながら

実際問 Wく九仰いて、公共施設「財政投資 )O%!i服矧針

れば、資本の有機的構成度防きわめて高いものと忠、われる。経済成長にと

も芳う港湾施設の糟加によって、港湾運送業にかける可変資本部分が相対

的Kどの程度減少しているかf換算するととによって〉をみるととはきわ

めて重要である。とれば施設使用料の合計をもって資本の有械的構成度を

知りうるほど単純すもので[寸芳 しとのあたりに港湾運送業の性格を究め

る上での盲点が残されているよ号に思える。

との点、工業浴にがいては、工場の専用埠頭きらびκ工場従業員による荷

役作業が行れる掛附、w<丸 山ける械比率は当然明確で川、
資本の有椴的構成度も明らかである。

( 4) 港湾労働力の絶体的不足と港湾運送茶の構造的性格との関係については、

拙稿「経済発展にたける港湾労働問題の基礎J( ~経済系』関東学院大学

経済学研究論集第 刊 号js哉 〉参照れ




